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南ラオスのゴム・プランテーション開発と地域住民の
生業にみる変化

中　田　友　子

1.　はじめに

筆者は、南ラオスのチャンパサック県で進行しているゴム・プランテーショ

ン開発を 2010 年から調査してきた。そしてこれまでに、この開発プロジェク

トの概要や進行のプロセス、開始以降の地域住民の生業や生活の変化、ゴム会

社の方針や地域に対する対応などについて報告を行ってきた［中田 2009; 
2010; 2011］。ゴム植林プロジェクトは、南ラオスの当該地域だけでなく、北

部、中部の複数の地域を含むかなり広範囲に見られるものであり、近年、国際

的にも大きな関心を寄せられている。というのは、これが自然環境だけでな

く、地域住民の生活を大きく変化させることが確実だからである。伝統的な焼

畑耕作は、もともと森林が国土の 70％以上を占めていたとされるラオスで急

速に森林破壊が進むなかで 1、これを引き起こした最大の原因と考えられてお

り、また同時に、焼畑耕作を基盤とする半自給自足的な生業形態が経済発展を

妨げていると考えられている。そして、森林破壊を食い止め、貧困撲滅を目指

す国家政策の一つとしてパラゴムノキ植林開発が推進されるようになった

［Manivong and Cramb 2008; Baird 2010; McAllister 2012］。たとえばラオスで仏

領期以降、比較的早い時期にゴム植林が行われた北部のルアンナムター県で

は、これよって住民の収入が大幅に増加したという成功例が認められ、研究対

象となり 2、 さまざまなところで引き合いに出される。しかしながらその一方

でゴム植林開発が、中国やベトナム、タイなどの外国資本の導入によって推進

されることがほとんどであり、必ずしも地域住民の収入増加にはつながらない

1　ラオスの森林破壊の程度に関する見方は実際には大きく分かれている。1940 年代には国土

の 70％以上を森林が覆っていたが、60 年代になると 64％、80 年代末には 47％にまで減少し

たとする報告が UNDP や世界銀行などから提出される一方で、より楽観的な見方をする報告

もあり、FAO は 1995 年時点で 53.9％という数字を出している。ラオス政府当局が 2005 年に

出した数字は 41.5％であり［Lestrelin 2010: 426］、いずれにせよ、70％から大きく後退してい

ることは確実である。

2　代表的な成功例として有名なのが、ハットニャオ村の例であり、そこでは村の世帯がそれ

ぞれの所有地を小規模なゴム園に転換し、村が主体となって生産者グループとマーケティン

ググループを組織し、体系的な技術管理と販売管理を行っている［Chanthavong, N., Xayleux-
ong, K. et al. 2009］。これにより、ha あたり年間 1,825 ～ 3,389US$ という多額の収入を得るま

でになっている［Baird 2010: 8］。この村の事例がいわばサクセス・ストーリーとしてラオス

全土に広がり、村には多くの視察団が訪れ、また頻繁に言及される。
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のではないかという疑問が呈され、さらに住民たちが農地として利用していた

土地がプランテーション開発のために奪われるという事態も少なくない地域で

起きており、これを問題視する外国機関や国際 NGO、研究者を通して多くの

批判の的となっていることも事実である［McAllister 2012; Baird 2010］。
ここで、ラオスにおけるゴム植林開発について批判的に議論を展開している

研究や報告を具体的にいくつか挙げてみよう。土地コンセッションに基づく中

国企業によるゴム・プランテーション開発 3 が北部のルアンパバーン県パック・

ウ郡で進んでいるが、これに対する地域住民の反応に関する報告では、土地を

奪われたクム族の住民たちが、プランテーション労働を拒否したり、やむなく

労働者となってもパラゴムノキの苗木を運ぶ途中でわざと川に落としたり、あ

るいは苗木を逆さに植えたり、さらには植えた苗木を踏みつけたり引き抜くな

どといった「ささやかな」日常的抵抗を行ったことが記されている。そして、

2012 年に再度、当該村を訪れた調査者は、住民たちが抵抗をやめておらず、

それは彼らが食糧のコメの栽培用地をまだいくらか保有していることや、現金

収入獲得のために、ゴム・プランテーション労働以外のオプションを複数もっ

ていることによって可能になっていると論じている［McAllister 2012］。この

事例は、ゴム・プランテーション開発に対する地元住民の反応が、地域固有の

環境やさまざまな条件によって大きく左右されることを示している。

一方、南ラオスの、まさに本論と同じ地域の同じゴム・プランテーション開

発についての報告では、これが地域住民の生計に与える影響を明らかにすると

いうよりは、これに対する地元住民やさまざまなレベルの役人たちの反応、そ

して国際 NGO の果たす役割を中心に論じられている。ここでとくに問題とさ

れているのは、地域住民たちが利用してきた耕地や共有地が奪われることであ

り、しかも住民たちに対してほとんど、あるいは全く補償が行われていないこ

とである。実際には、法律により、農地を失った者は現金で補償されると定め

られており、さらに土地の提供を村は拒否できるとされるにもかかわらず、地

域住民は法律に関する知識が乏しいこともあり、自分たちの土地に関する権利

を主張することもままならなかった。そのため、ある NGO は、住民たちに向

けて法律に関する知識教化のための劇を上演するなどし、これが住民だけでは

3　コンセッションとは、土地の使用権を数十年単位で与えるものであり、フランス植民地時

代はこれにより多くの開発が行われた。現在の使用料はラオスでは ha あたり年間 6 ～ 9US$
と極めて低く設定されている。ただし、ゴム植林開発の形は、コンセッションによるものだ

けでなく、契約栽培や農民自身による小規模なものなど多様である。契約栽培は、資本と技

術、市場を投資家が提供し、地元住民が労働力と土地を提供するという 2 ＋ 3 方式か、もし

くは土地か労働力のどちらか一方だけを地元住民が提供し、残りを投資家が提供する 1 ＋ 4
方式のどちらかの形をとる。北部では契約栽培や農民自身による小規模な植林が多く、南部

ではコンセッションがより一般的である［Baird 2010］。
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なく、最終的には一部の役人たちをも感化し、住民たちの交渉力を高めるとと

もに、役人たちの住民たちに対する意識の変化にもつながったと主張する

［Baird 2010］。
また、同じく南ラオスのアタプー県で別のベトナム企業によるコンセッショ

ンでのゴム・プランテーション開発を扱った論文では、プロジェクト開始前後

の経緯とこれに関係する村に与えたインパクト、そして地域住民たちの反応や

抵抗の様子を描きつつ、マルクスの原初的蓄積（primitive accumulation）の概

念に基づいて土地の収奪が住民たちの生業のみならず社会関係にまで大きな影

響を与えると論じている［Kenney-Lazar 2012］。
以上、3 つの報告に共通しているのは、どれも長期的なスパンで変化のプロ

セスを具体的に見ていないということである。最初の事例についてはそれで

も、調査の数年後に地域を再訪問し、状況について簡単に触れてはいるが、い

わゆる変化の過程そのものについては分析対象としていない。二番目、三番目

の事例についても、ごく限られた期間の出来事についてのみ記述と分析の対象

としている。そして、どれもタッピング（ゴム樹液採取）開始以降の状況につ

いては全く述べていない。

一方、本稿の関心は、実際にゴム植林開発、特に調査地域で行われているプ

ランテーション開発が長期的に見て、地域住民の生活や文化にどのようなイン

パクトを与えるのか、またこれに地域住民の側がどのような反応を示すのか、

にある。いわゆる一般論として、インパクトを語るのではなく、人類学的、民

族誌的研究として、特定の地域住民の文化変化のプロセスを具体的かつ事細か

に明らかにしたいと考える。そのためには、開発の一時期を切り取り、その時

点での状況を記述し分析するだけでは不十分である。むしろ、プロジェクトが

進行する過程で起こるさまざまな状況の変化、たとえば会社側と住民側との葛

藤や交渉の様子、これによって変化するかもしれない会社の方針や政策、さら

に住民側の反応や対応の変容などを視野に入れ、長期間にわたって調査、検討

を進めていく必要がある。

本稿は、以上の問題意識のもとで、特に 2012 年 8 月～ 9 月および 12 月に

行った調査に基づき、タッピング開始後の状況をそれ以前と比較しつつ記述

し、分析するものである。タッピング開始はゴム・プランテーション開発に

とって特に大きな出来事であるといってよいだろう。すなわち、会社にとって

はそれまで投資一辺倒を余儀なくされていた状態から、投資した資金を回収

し、さらには利益を上げることがやっと可能になったことを意味する。また、

地域住民にとってはそれまで不安定で不確実であったゴム園の労働需要がやっ

と安定し、確実な収入源として見込める可能性が出てきたのである。2012 年
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はこの地域の住民にとって、ゴム・プランテーションとの関係にいわば決定的

ともいえる変化がもたらされた年といってよいのではないだろうか。したがっ

て、彼らの生活や意識にもそれ相応の変化がもたらされる兆しが見えるのでは

ないだろうか。なお、当該地域のゴム・プランテーション開発に関して、タッ

ピング開始以降に関する報告や論文は筆者の知る限りでは存在しておらず、そ

の点でも本稿の議論は意義あるものと考える。

2.　タッピング開始によるゴム・プランテーションと地域住民の状況

2.1　ゴム・プランテーションのこれまでの経緯

最初に、2010 年の調査開始時、さらにはそれ以前のプロジェクト開始時ま

でさかのぼって、ゴム・プランテーションがどのような変化を遂げてきたかを

今一度簡単に整理する。当該地域でゴム・プランテーション開発が実質的に始

まったのは 2005 年である 4。当時、ベトナムの二社とラオス政府との合意によ

り、プロジェクトが開始され、その後同じくベトナム企業がもう一社加わっ

た 5。最初の二社のうち、一社は完全なベトナム企業であり、もう一社はラオス

との合弁企業である。後者は 1 万ヘクタールを超える土地のコンセッションを

譲りうけ、前者も 3 千ヘクタール余りを譲り受けた。なお、本研究で調査を行

う村は、前者のほうのベトナム企業（以下、D 社）にコンセッションで貸与さ

れた土地の一部を保有し、D 社と交渉を行ってきたため、必然的に D 社のケー

スを扱うことになる。

このような広大な土地がもともと全く利用されずに残されていたわけではな

く、その多くは地域住民が焼畑や常畑として利用していた土地であった。ま

た、本来、開墾が禁じられている保護林に指定されていた土地も少なからず含

まれている。会社は、耕作地を失った住民たちに 2 年間だけはゴム園での陸稲

の栽培を認めた。植林したゴムの苗木の間にこれを植えるのである。ただし、

3 年目以降は木が大きく育ち始めるため、これが不可能となる。D 社が次に

とったのは、地域の一世帯につき 2 ～ 3 ヘクタールずつゴム園の区画を管理さ

せるという方針である。除草や施肥などを行わせ、これに対してヘクタールあ

たり一定の報酬を支払うことで、地域住民たちに生活の糧を与えたのであっ

4　契約自体は前年の 2004 年に結ばれた［Baird 2010: 8］が、植林が開始されたのは 2005 年で

ある。

5　三番目に参入した会社は 2006 年に 1 万ヘクタールのコンセッション契約をラオス政府と結

んだ。三社合計でバチアン郡だけで 23,653 ヘクタールのコンセッション契約が結ばれたこと

になる［Baird 2010: 9］。ただし、筆者の調査では会社はコンセッション以外にも土地を住民

から個別に購入するなどしており、これを含めるとゴム会社の統制下に置かれている土地は

より広大な面積に及ぶと考えられる。
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た。しかしこれもわずか 2 ～ 3 年程度で廃止された。会社は直接、労働者を雇

い、彼らに作業を行わせるようになったのである。そして、2011 年にごくわ

ずかな規模ではあるがタッピングが一部の木で始まった。パラゴムノキは植林

から約 7 年で樹液採取が可能となる。しかし、6 年目でも一部、タッピング可

能な木もある。D 社は周辺の村によびかけ、タッピング研修の参加者を募っ

た。数 10 名がこれに応じ、15 日間の研修を受講した。そして彼らがこの地域

のプランテーションのタッパー（樹液採取者）の第一群となったのである。そ

の後、D 社は数回にわたり研修を開催し、受講者は増加していった。3 千ヘク

タールあまりのゴム・プランテーションに対し、最終的には 1 千人のタッパー

が必要となる。タッパー一人につき 1 ヘクタールを 3 か所、合計 3 ヘクタール

のゴム林を担当させるからである。2012 年には D 社はゴム処理工場も完成さ

せた。採集したラテックス（ゴム樹液）をこの工場で処理し、出荷するためで

ある。

2.2　地域住民の関与と反応

上記のような D 社によるゴム・プランテーション運営の動向によって、地

域住民の生業活動にも大きな変化が見られる。まず、耕作地の多くあるいはほ

とんどを失った住民たちは、生業の見直しを余儀なくされた。とはいえ、最初

の 2 年間は植林したゴムの苗木の間に陸稲を植えることを許可されたため、主

食であるコメをある程度自給することが可能であった。3 年目からはこれがで

きなくなったが、ゴム・プランテーションの区画を 2 ～ 3 ヘクタール、場合に

よってはもっと大きな区画を委託された世帯は、それによって現金収入を得る

ことができた。と同時に、世帯の多くは他の耕作地を探して、コメの栽培を

細々とであっても継続した。

しかし数年後、住民たちに委託された土地を D 社が取り戻し、これが直接

雇用された労働者たちによって管理されるようになると、収入源を失った住民

たちにいよいよ生計手段を見直す動きがみられるようになった。もちろん、世

帯にゴム・プランテーションの雇用対象となるメンバー（18 歳から 35 歳まで

の健康な男女）がいる場合は、労働者となって給与を受け取ることも可能であ

るが、その給与は一家を養うのにけっして十分とはいえず、しかも乾季はごく

わずかしか仕事がないため、さらに収入が激減するという状態であった。労働

者たちは仕事もなく、給与もろくにもらえないため、次々と辞めていき別の仕

事を探した。

住民たちの多くは主食のコメを一部であっても何とか自給する手段を探し

た。依然として、ゴム園のすみに残ったわずかな土地に、D 社の許可を得てコ
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メを栽培するという消極的なやり方を採り続ける世帯がある一方で、別の郡に

親族が水田を所有する場合は、農繁期にはそちらへ移動し、これを共同で耕作

することでコメを確保する世帯もあった。さらには利用が禁じられている保護

林を、危険を承知で開墾する世帯すら出てきた。「焼畑をやる場所がないんだ、

他にどうすればいい」というのがこれらの世帯の人々が口にする抗議の意味合

いを含んだ主張だった。これは当然、当局により罰則の対象となるが、多くの

世帯が何らかの理由をつけて罰金を逃れていた。おそらく、当局も土地を失

い、生活の糧を失った住民たちの事情について理解しており、彼らを厳しく罰

することに躊躇したものと想像する。

多くの世帯が自給用のコメを栽培する手段を模索する一方で、足りないコメ

を買うための現金収入を得る手段も重要となった。一年分のコメを収穫できる

世帯は村でもごく一部に限られた。大半は数か月間、コメを購入し食べてい

た。現金の獲得手段の一つは、住民たちが以前から行っていたバナナの葉の販

売である。かつては石鹸や洗剤、化学調味料などの必需品や子どもの学用品の

購入を主な目的として販売されていたバナナの葉を、主食であるコメを購入す

るために、より頻繁に市場などへ売りに行くようになったのである。バナナ畑

を持っていない世帯のなかには、年間または数か月間の利用料をバナナ畑の所

有者に払ってこれを収穫し、売るようになったケースもある。以前は、農閑期

や新学期が始まる前などに集中的にこれを売りに行っていたが、世帯によって

はほぼ毎日のように売りに行くようになった。

バナナの葉と並んで盛んに売られるようになったのが木炭だった。かつては

農作業の合間にたまにこれを焼き、売るだけだったが、多くの世帯が次々と炭

を焼いて頻繁に売るようになった。特に乾季には村のあちこちで炭を焼く煙が

たち昇るようになった。

ごく一部の比較的余裕のある世帯は、トラックを購入し、商売を始めること

を考えるようになっていた。セコーン県やサラワン県などからコメや野菜など

を買付け、売るのである。これができる資金力をもつ世帯は村でも 3 軒程度で

あったが、それまでの住民たちの生業形態を大きく変えるものと予想された。

さらに、これもごく一部に限られるとはいえ、出稼ぎを考える若者が出てき

た。タイに親族がいる女性は数か月間、タイで働き、またある若者は親戚の男

性とともにサワンナケーットの建設現場で数か月間働いた。それまで、遠くへ

働きに行こうという若者がいなかった状況から少しずつ変化の兆しがみられる

ようになったのである。

このような状況を大きく覆すこととなったのがゴム・プランテーションでの

タッピングの開始である。すでに述べたように、2011 年にタッピングは開始
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されたが、タッピング可能な木は当時まだわずかで、タッパーの数も少数にと

どまった。調査村でも 2011 年から開始したタッパーは数人にとどまる。しか

し、2012 年に本格的にタッピングが始まり、D 社が立て続けに研修を組織し、

参加者を募るようになると、状況は一変した。というより、先にタッパーと

なった人々を見て、なだれを打つように住民たちが応募するようになったと

いったほうが適切かもしれない。D 社は周辺住民を優先的に雇用すると宣言し

ているとある村人は語り、D 社が周辺住民からはもう応募者がないとみなし、

他地域からの応募者を受け入れるようになる前に応募しなければならないとい

う一種の焦りもあるのかもしれない。いずれにせよ、かつてのゴム・プラン

テーション労働者が抱いていた不満、つまり労働日の少なさや給与の少なさを

口にする者は現在のタッパーたちにはあまり見られない。仕事は毎日あり、む

しろ毎日出勤することが奨励される。給与も個人差があるとはいえ、以前とは

比べ物にならないほど多い。中には月 200 万キープ 6 以上稼ぐタッパーもおり、

これはラオスの公務員の標準的な給料と比べてもかなり多い。これにより、世

帯のなかには焼畑耕作を完全に止めてしまうケースも出てきている。バナナの

葉を売りにいく世帯は激減している。炭焼きの煙を見ることはほとんどない。

商売に乗り出すために購入されたトラック 3 台のうち 2 台は売られてしまっ

た。高校や中学校を中退してタッピングの仕事に就く子どもたちもいる。少な

くとも現状を見る限りでは、まさにタッピングが住民たちの生活や人生設計ま

でも一変させたといっても過言ではない。

3.　ゴム会社の戦略

タッピングの開始は、ゴム会社にとってすでに述べたように、これまで約 6
年間投資し続けてきた資金を回収し、利益を上げることが可能になったことを

意味する。とはいえ、そのためにはラテックスを採取する労働力を確保しなけ

ればならない。しかも、ラテックスが採取できなければ収益には結びつかない

ため、毎日出勤してこの作業を行ってくれる仕事熱心な労働者でなければなら

ない。さらにその必要な労働者の数は最終的に 1,000 人にのぼる。また、数だ

けではなく、その質もおろそかにすることはできない。タッピングは高度なと

まではいかないにしても、一定の技術を必要とする作業である。ゴム会社の幹

部によれば、タッピング用のナイフで幹から樹液を流れさせるために傷をつけ

るとき、その傷が深すぎても浅すぎてもいけない、一つ間違えれば、木そのも

のを駄目にしてしまう恐れがあるため細心の注意を払わなければならないとい

6　当時のレートで 1US$ は 8,000 キープ弱であった。したがって、200 万キープは約 250 ドル

に相当する。
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う。したがって、労働者たちのタッピング作業について厳しく管理する必要が

ある。優秀で仕事熱心な労働者の確保と、十分なタッピング技術という、利益

を上げるのに不可欠な要素を満たすために会社はさまざまな方策を用いてい

る。

3.1　インセンティブ

労働力の安定的な確保のために D 社がとった方策の一つがインセンティブ

である。これが住民たちがタッピングへとなだれを打つように殺到する理由の

一つだと考えられる。月に 22 日以上出勤したタッパーは、コメ（精米）と砂

糖、洗濯洗剤、塩、化学調味料が支給される。これが始まったのは、ある村人

によれば 2012 年 4 月からである。コメはタッパー一人につき、扶養すべき親

などがいる場合、最大で月 27 キロ支給され、いない場合は最低の 18 キロ支給

される。また親が 40 代以下でまだ比較的若い場合も 23 キロ程度しか支給され

ないという。さらに、タッピングの仕方が悪い場合も支給量が減らされる。ま

た、砂糖、洗濯洗剤、化学調味料は扶養すべき親の有無に関わらず、それぞれ

月 1 キロずつ、これに加えて塩も 1 袋支給される。逆にいえば、月 21 日以下

しか出勤しなければこれらを受け取ることができない。したがって、タッパー

たちにとっては、これが毎日の出勤のための大きな動機づけとなるのである。

コメ作りを完全に止めてしまう世帯が増えているのも、これに関連してい

る。ある世帯は 5 人のタッパーを抱えており、それぞれが 27 キロのコメを支

給されているため、むしろ毎月コメは余るという。この世帯はかつて毎年、陸

稲を栽培していたが、2012 年から完全に止めてしまった。会社から見れば、

タッパーの世帯がコメ作りを止めてしまうのは、むしろ都合がいいというべき

である。というのは、コメ作りを行っている世帯の労働者は、収穫期にはこれ

を優先してゴム・プランテーションの仕事を休みたがる傾向があるからであ

る。安定的に毎日出勤してもらうためには、世帯がコメ作りを放棄したほうが

より確実となるのである。ただし、地域住民たちにコメ作りを放棄させること

を目論んで、D 社がコメの支給を開始したのかどうかは定かではない。

3.2　労働管理と技術管理

まず、タッパーたちの日常的な労働について説明したい。すでに述べたよう

に、労働者一人につき、約 1 ヘクタールの区画を 3 か所担当し、一日につき 1
か所ずつタッピングをローテーションで行うことになっている。つまり、それ

ぞれの区画は 3 日に一度、タッピングされるということである。労働者が休め

ば、彼または彼女が担当している区画の木はタッピングされないことになって
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しまうのかというと、それは許されない。誰か別のタッパーを探して、その穴

埋めをしなければならない。たいていは、自分の区画のタッピングを終えた別

のタッパーか、研修を終えたばかりで担当区画をまだもっていない新人タッ

パーが急きょ、代わりにタッピングすることになる。ただし、こうして休む労

働者が多くなると、このような埋め合わせで間に合うとは限らない。できる限

り、タッパーたちが休まないことが望ましいのである。

タッパーたちはすべての木のタッピングが終わると約 3 時間、ラテックスが

木の幹にくくりつけた受け皿にたまるのを待つ。一つ一つの器からたまったラ

テックスをバケツに移していき、これを道路沿いまで運んで、ただひたすら収

集車が来るのを待つ。これで彼らの一日の作業はほぼ終わりである。収集車が

ラテックスを運び去ったら、帰ることができる。ただし、仕事の終了時間が毎

日一定しているわけではない。D 社のプランテーション全体で 3 台ある収集車

の経由ルートは毎日変更され、常に同じ区画が早い時間に収集車が来て、別の

区画が遅くなるという不公平を避けるように工夫されている。タッパーたちに

もこれは周知されており、今日は早く帰れる、今日は遅くなるということがあ

らかじめわかっている。特にタッピングの開始時刻が早い乾季には、早ければ

昼ごろには帰宅できるが、遅ければ午後 3 時すぎ以降にしか帰宅できない。

タッパーたちの管理は主に、グループ・リーダーを通して行われている。

2012 年 12 月現在、D 社のプランテーションは、7 つの異なるタッパーのグ

ループがそれぞれの区域を担当している。それぞれのグループにはタッパーた

ちの中から会社が選んだグループ・リーダーがおり、彼（彼女）らがタッパー

たちの管理に直接あたっている。グループ・リーダーの多くは 2011 年のタッ

ピング開始時にタッパーとして雇われた者が多く、その働きぶりやタッピング

技術などからリーダーとしてふさわしいと判断されたものと考えられる。彼ら

は、タッパーたちの出欠勤や、タッパー一人一人の毎日のラテックス採取量な

どを記録するとともに、タッピング技術についても注意やアドバイスを与え

る。ちなみに、タッパーの給料は液体のラテックスの重さを直接の基準として

計算されるのではなく、これが乾燥したものの重さで計算する。乾燥すると液

体の 4 割程度の重さになる。これにキロ当たり一定の金額をかけて給料が計算

される。この金額は天然ゴムの市場価格と連動するため、頻繁に変更される。

2012 年 8・9 月の時点ではこの金額は 5,000 キープだったが、12 月の時点では

4,400 キープに下がっていた。リーダー自身は原則としてタッピングを行わず、

タッパーたちの管理業務に専念するが、毎月の給与は自分のグループのタッ

パーたちの集めたラテックスの量や技術によって変動するため、彼らはこれら

を向上させるために真剣にならざるを得ない。
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労働者が毎日、出勤するよう促すには、先に述べたインセンティブだけでは

十分ではない。D 社はこれに加え、欠勤した者に対して厳しい対応をとってい

る。病気などのやむを得ない理由により欠勤した場合、その証明書を提出しな

ければならない。証明書とは、労働者が住む村の村長が書いたものである。さ

らに、4 日以上無断欠勤すれば、退職しなければならない。実際に、欠勤が続

いて退職した者も少なからずいるという。

出勤さえすれば、何時でもよいというのでもない。出勤する時間は特に決め

られているわけではなく、タッパーたちはおのおの自分が担当するゴム園の区

画へ行ってタッピングを開始するのだが、あまりに遅くに出勤することは許さ

れない。原則として、夜明け前のまだ真っ暗な時間にタッピングを開始しなけ

ればならない。季節によって適切な開始時間は異なり、雨季はそれほど早い時

間に開始する必要はないが、乾季は午前 2 時から 3 時前後にはタッピングを開

始する。木の一本一本の幹にタッピング用ナイフで傷をつけていき、すでに述

べたように、それぞれの受け皿に樹液がたまるまで 3 時間程度待たなければな

らない。開始時間が遅いと、その 3 時間の間に日が照ってラテックスが乾燥し

てしまったり、あるいはこの 3 時間を待つことができなくなってしまう。とい

うのは、ラテックスの収集車の時間に間に合わなくなってしまうからである。

つまり、開始時間が遅ければ、それだけ集められるラテックスの量も減ってし

まうことになる。そのため、グループ・リーダーたちは、出勤時間の遅いタッ

パーたちに注意し、より早い出勤を促すのである。

なお、会社が規定した休日は存在しない。それぞれが自分の予定に従って休

むことが可能であるが、ただし、すでに述べたようにインセンティブを受け取

れる範囲内であることが重要である。実際に仕事熱心なタッパーたちはほとん

ど休まないと述べる。病気になったり、身内に不幸や祝い事があったときだけ

休むという。時には、少々の病気やけがを押してまで出勤することすらある。

彼ら（彼女ら）は、出勤日数が自分の収入と直結していることをよく理解して

いるからである。また雨季に関しては、雨が降ると器にたまる樹液に雨水が混

じってしまうため、基本的にはタッピングを休むことになる。そのため雨季は

休日が多くなる。さらに、雨でやむを得ず休む場合は、出勤日として数えるた

め、インセンティブには影響しない。ただし、給料は集めたラテックスの量に

よって計算されるため、収入には確実に影響する。また、乾季はパラゴムノキ

の葉が大量に落ちるため、1 ～ 2 か月間はタッピングを全面的に停止して木を

休ませる。この間、仕事をしないため、当然給料もインセンティブも受け取る

ことができないが、会社は除草など他の仕事を見つけてタッパーたちを雇用す

ると語っている。
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技術管理は、すでに述べたように、日常的にはグループ・リーダーによって

行われるが、月に一度、会社が直接、チェックを行う。タッパー一人一人が担

当する区画から無作為に木を何本か選び、きちんとしたやり方でタッピングが

行われているかどうか、木にダメージを与えていないか、などがベトナム人の

専門の検査官によって検査されるのである。この結果は、直接、タッパーの給

料に反映される。すなわち、技術に問題ありとされたタッパーは注意を受ける

とともに、給料から一部が差し引かれ、また受け取るインセンティブも減らさ

れるのである。さらに、この結果はグループ・リーダーの給料にも影響する。

そのため、リーダーたちのメンバーのタッピングのやり方に対する日常的な関

心はおのずと高まるのである。

4.　地域住民の就労と生業変化

4.1　村におけるタッピング従事者の動向

タッピングに従事している住民は相当数にのぼる。その多くは、10 代から

20 代の男女だが、30 代も少なくなく、なかには 40 代の者すらいる。基本的に

は 18 歳以上 35 歳までの男女のみが応募できるが、18 歳未満の子どもや 40 代

の男性が年齢を偽り応募するケースは少なくない。特に目立つのが子どもであ

る。タッピングの仕事は、ラテックスでいっぱいになった重いバケツを運ぶ以

外はそれほど重労働ではない。14 ～ 15 歳の子が中学校をやめ、タッピングの

仕事につくこともある。また、高校を卒業したが、いったんタッピングの仕事

をして金を貯めてからその先の学校に進学するつもりだと語る者もいる。ほと

んどは自分の意志でタッピングの仕事に就く。たとえ高校を卒業していても、

裁縫や機織りの技術を身につけていても、とりあえずタッピングより確実に、

また同程度の収入が得られる仕事を見つけることが、この地域ではほとんど不

可能といっても過言ではないからである。14 ～ 15 歳の子どもたちにしても、

安定した確実な職業を得ることの難しさを目の当たりにしているからこそ、途

中で学校をやめてタッピングに従事するようになるのだと考えられる。

かといって、調査村でタッパーの数が右肩上がりに増えているのかといえ

ば、そうではない。タッピングが本格的に始まった 2012 年 8 月から 9 月と、

その約 3 か月後の 12 月を比較すると、調査村（43 世帯）でタッパーのいる世

帯は 33 世帯から 31 世帯へと減少し、タッパーの総数も 72 人から 66 人に減少

していた。（ちなみにこの数には研修を受けていた者もタッパーになる意志が

あるとみなしたため、含まれている。）一世帯あたりが抱えるタッパーの人数

は表 1 のとおりである。つまり、この 3 か月余りの間にタッピングをやめてし

まった者が複数名いるということである。やめた理由は、進学・進級が 2 名
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で、高校の休暇期間中だけ、および師範学校に入学する前だけタッピングに従

事した 10 代の男女がいた。その他は仕事がきついという理由で、早朝から毎

日、タッピングに出かけなければならず、また自由に休むことができないこと

に対する不満があるようである。ある世帯では、娘二人がそろってタッピング

をやめてしまい、その後、以前働いていた製材所へ戻った。給料はずっと安い

（月 40 ～ 50 万キープ）が、早朝から出かける必要がなく、楽だという。また、

研修にだけ参加したが、その後病気になってしまい、そのままタッパーになら

ずに家にいるという女性もいる。あるいはタッパーとして働いていたが、体調

を崩し、そのまま仕事に戻ることなくやめてしまったという女性もいる。すべ

ての住民たちがこの仕事に積極的なわけではないことがわかる。

また、タッパーを一人も抱えていない世帯が 8・9 月には 10 世帯、12 月に

は 12 世帯あるが、これらがなぜタッパーとして世帯メンバーを送らないのか

については、個別の事情がある。その最大の理由は、応募できるメンバーがい

ないということである。老夫婦とまだ幼い孫 3 人の世帯や、40 代女性と軽度

の知的障害を抱えると考えられている姪（20 代）の世帯などがその例として

あげられる。応募できるメンバーがいるにもかかわらず、これを行わない複数

の世帯は、「バイクがないから行けない」と理由を語る。ゴム園まではみな、

バイクで通う。兄弟姉妹で相乗りをする場合や、バイクを所有しない者は近所

に住む親族に乗せてもらう場合もある。かつて村人のほとんどは 10 キロ離れ

た焼畑へ徒歩か、せいぜい自転車で通っていたが、6 ～ 7 キロしか離れていな

いゴム園へは誰も徒歩や自転車で通おうとはしない。まだ夜が明けていない暗

闇のなか、徒歩や自転車で行くのは大変でもあるし、危険であるからというの

がその最大の理由だろうが、彼らの語り方には「恥ずかしい」というニュアン

（表 1）世帯あたりタッパー人数分布

世帯あたり

タッパー人数

世　　帯　　数

2012 年 8・9 月 2012 年 12 月

0 10 12

1
2
3
4
5

 8
16
 5
 3
 1

10
11
 8
 0
 2

小　　計 33 31

合　　計 43 43
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スが込められている。バイクをもてない、買えないことが恥ずかしいというの

である。実際、バイクの保有台数はこの数年で飛躍的に伸びている。90 年代

末、筆者が最初にフィールドワークを行ったときに、村でバイクを保有してい

る世帯はおそらく一軒のみ、軍隊に勤務する男性の世帯だけであった。しかし

現在では、一家に 1 台どころか、2 台、3 台と保有する世帯が珍しくなくなっ

ている。ゴム・プランテーションでのタッピングで稼いだ給料を数か月分貯め

て購入するか、最初に一定の頭金を払い、その後月々の分割払いで購入するこ

とも可能である。「バイクがないから」と答えた村人のなかには、このような

やり方で購入することが可能ではないかと思われるケースもある。ある女性は

第三者の立場から、本当の理由として、彼らは自分の娘あるいは妻を手元から

放し、いろいろな村からいろいろな人がやってきているゴム・プランテーショ

ンに働きに行かせるのがいやなのだと説明した。真偽の程は定かではないが、

ゴム・プランテーションでの労働に距離を置く少数の村人がいることは事実で

ある。

このほかに、より積極的にタッピングに対して距離を置こうとする世帯もあ

る。どちらも軍隊に勤務するあるじがいる 2 世帯には、応募可能な年齢に達し

た子どもたちがいる。しかし、親たちは子どもたちが学校教育を続けることを

優先する。ある世帯は長女がすでに看護学校を卒業し、近くの病院で看護師と

して働き始めたところである。二女は高校を卒業し、大学や師範学校など複数

の学校を受験したがことごとく落ち、結局私立の学校に進学し経理を学んでい

る。その下の妹、弟も学業を続けている。もう一世帯についても長男はタッピ

ングに応募できる年齢に達しているが、母親は「彼には学校を続けさせ、良い

職業に就かせたい」と語る。彼らは隣人たちが一般的な公務員や会社員より多

くの収入を得ているのを見ても、考えを変えるつもりはないようであり、そこ

には他の大多数の村人とは異なる価値観の存在が垣間見える。

とはいえ、住民たちの多くは少なくとも現在のところ、タッピングの仕事に

一定の満足を感じているようである。その最大の理由はやはり収入である。

2012 年の 8・9 月と 12 月を比較してみても、このわずか 3 か月間程の間に多

くのタッパーたちの収入が増加しているのがわかる。収入に関するデータにつ

いては、あくまでも自己申告に基づいており、どこまで正確であるかは不明だ

といわざるを得ないが、とりあえず目安程度には信用できるものと判断したう

えで、比較したい。なお、月によって給料に差があると語る世帯については、

平均を算出した金額に基づいている。個々の世帯の聞き取りから、この約 3 か

月間で収入が増加した世帯は 13 世帯あり、減少した世帯はゼロであった。た

だし、増加の幅には大きな違いがあり、当然、タッパーの数によっても左右さ
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れる。増加の幅が大きい世帯では、タッパー二人で月に合計 100 万キープ以

上、中には 200 万キープ近く増えたケースもある。

8・9 月時点で、33 世帯中、タッピング収入についておおよそであっても答

えが得られた世帯が 28 世帯あり、12 月時点では 31 世帯中、29 世帯であった。

タッピングによる世帯収入の分布表（表 2）を見れば、100 万キープ未満から

400 万キープ未満までのそれぞれのカテゴリーの世帯数のうち、100 万未満と

200 万以上 300 万未満、300 万以上 400 万未満のそれぞれの世帯数は全く変わ

らない一方で、100 万以上 200 万未満の世帯数が 13 から 9 に大きく減り、逆

に 400 万キープ以上の世帯数が 1 から 6 へと大幅に増加していることがわか

る。もちろん、8・9 月時点でこの 100 万以上 200 万未満に含まれていた世帯

の一部がそのまま一気に 400 万以上の世帯に移行したわけではない。むしろ、

100 万未満だった世帯がその上のカテゴリーに、100 万以上 200 万未満だった

世帯が同じくその上のカテゴリーに移行したという傾向が強い。一方で、12
月時点で 100 万未満の世帯は、タッパーの人数が 2 人から 1 人に減ったり、以

前はタッパーがいなかったのが、新たに加わった世帯が含まれ、8・9 月時点

でも同じく 100 万未満であった世帯は 1 世帯のみである。この世帯は妻も研修

を受けたが、体調を崩したため結局タッパーにはならず、あるじ一人のみが以

前と同じくタッピングに従事しており、しかも妻方の親族とともに焼畑耕作も

行っているため、その影響があるのではないかと考えられる。

収入の差の原因について、依然として収入が低いタッパー本人やその家族

に、その低い理由を尋ねたところ、答えの多くは「ゴム樹液の出がよくない」

というものだった。木によって樹液の出がよいものと悪いものがあり、若い

木、といってもせいぜい一年程度しか違いがないが、はゴム樹液が少なく、よ

り古いものは多いという解釈をしているようであった。ただし、別のタッパー

やグループ・リーダーに尋ねたところ、それはあまり関係がないと語った。む

（表 2）タッピングによる世帯収入の分布

タッピングによる世帯月収

（単位：キープ）

世　　帯　　数

2012 年 8・9 月 2012 年 12 月

100 万未満

100 万以上 200 万未満

200 万以上 300 万未満

300 万以上 400 万未満

400 万以上

 4
13
 4
 6
 1

 4
 9
 4
 6 
 6

合　　計 28 29
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しろ、すでに述べたように、タッピングの開始時間が遅いことで、集められる

ラテックスの量に差が出てしまうようである。そして、最大の要因は、出勤日

数であろう。インタビューでは、病気や朝寝坊などで欠勤が多く、給料が低い

という答えも少なくなかった。特に、若者によっては夜遅くまで遊び、翌日、

疲れて欠勤してしまう者がおり、これが重なるとおのずと給料は低くなり、イ

ンセンティブももらえなくなってしまう。今回、収入が大きく増加したタッ

パーたちは、たまたま担当している木の樹液が増加したのか、あるいは彼らの

技術が向上し、より多くの樹液を採れるようになったのか、それとも以前より

も熱心に休まず出勤するようになったのか、さまざまな原因が考えられる。と

なると、逆に以前とほとんど変わらない給料を受け取っているタッパーたち

は、樹液も増えず、技術もあまり向上せず、欠勤も減っていないということに

なるのかもしれない。ゴムの木それぞれの質という要素はあるが、おそらくそ

こには個人の仕事に対する熱心さという要素がより大きく作用しているのでは

ないかと考えられる。

4.2　生業の変化

タッピング収入に大きな差があるとはいえ、100 万キープ未満の世帯が 4 世

帯にとどまるということは、ほとんどの世帯の収入がけっして低くはないこと

を意味している。これが世帯の生業活動にもさまざまな形で影響を与えてい

る。すでに述べたように、これによってコメ作りを完全にやめてしまった世帯

が複数ある。ずっと以前からコメの栽培を全く行っていない世帯は村で 3 軒

あった。一軒は軍隊に勤務しているあるじがいる家で、もう一軒はあるじが盲

目で人手がない世帯、もう一軒はトラクターや精米機で現金収入を稼いでいた

世帯であった。それ以外の世帯はごくわずかであっても、何らかの形でコメを

作っていた。しかし、2012 年の時点で、コメ作りを完全にやめてしまった世

帯は 12 世帯にのぼる。すなわち、あらたに 9 世帯がやめたのである。これに

加えて、2013 年以降はコメ作りをやめると述べた世帯が 2 軒あり、やめるか

もしれないと語った世帯も把握しているだけで 2 軒ある。焼畑耕作あるいはコ

メ作りの放棄は村全体で顕著な動きとなっている。

もともと、耕せる土地が容易に調達できたわけではなく、住民たちはゴム園

の端のわずかな土地や、知り合いの土地を一年限りで借りるなどして耕作する

か、あるいは開墾の禁止された保護林を不法に利用するという状態だった。そ

の保護林も周辺の村の住民たちがこぞって開墾し利用するようになり、土地は

すでに枯渇しているとある村人は語る。親族の水田を耕すにしても、場所が遠

く離れているため、農繁期には長期間、村を離れなければならない。いずれに
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せよ、コメ作りは以前よりはるかに困難であった。そんな中で、コメ作りをや

める世帯が出てくるのは自然な流れともいえる。特に、働き手が夫婦 2 人だけ

という世帯で 2 人ともタッピングに従事している場合、コメ作りは実質的に不

可能といっても過言ではない。以前はそれでも、親の世帯と共同でコメ作りを

行う世帯も少なくなかったが、タッパーに対してコメの支給が行われるように

なり、コメ作りの重要性は大幅に低下した。むしろ、毎日タッピングに出か

け、月 22 日以上働いてできるだけ多くの収入とインセンティブのコメを受け

取り、足りない分のコメは稼いだ金で買ったほうがよいと判断する者が多いの

であろう。ほかに耕作可能な働き手がいる世帯でも、たとえば中年以上の男女

の場合は無理してコメ作りを続けなくても、子どもたちの稼ぎで生活できると

判断してやめてしまうケースも少なくない。

ただし、タッパーを 2 人、3 人、あるいはそれ以上抱えながら、コメ作りを

今後も続けると語る世帯も相当数ある。その理由をある女性は、今後も現在の

状態が続くかどうかわからないからだと語る。つまり、会社が現在の給与水準

をいつまで保証してくれるか、インセンティブをいつまで支給してくれるか、

ということであろう。かつて、タッピングが開始される前にゴム園労働者とし

て雇用され、不安定な仕事量と給料に悩まされていた記憶から、このような警

戒心が生まれたのではないかと考えられる。また、別の女性は夫と義妹がタッ

パーとして働き、焼畑耕作にフルに従事できるのは自分一人であるにもかかわ

らず、現金収入はコメ以外のものに使いたいから、コメ作りをやめるつもりは

ないと語る。タッピングが昼過ぎに終われば、夫と義妹もそのあと、少しは焼

畑の耕作作業に参加できると見込んでのことだろうと考えられる。一部の住民

にとって完全な賃金労働への移行は、不確実性や不安すら感じさせるものなの

かもしれない。

生業の変化はコメ作りだけでなく、副業にも表れている。タッピングが開始

される前は多くの世帯が盛んに行っていたバナナの葉や木炭の販売は明らかに

減少している。2012 年 8・9 月時点ですでにバナナの葉も木炭も販売していな

いという世帯は 20 軒にのぼり、12 月にはさらに 23 軒に増えていた。バナナ

の葉にしろ、木炭にしろ、現金収入の獲得手段として販売されていたものであ

り、タッピングによって一定の現金収入が得られれば、その必要性はなくな

る。したがって、この減少は当然といえるものだろう。住民たちに尋ねても、

「バナナの葉を採りに行く者がいない」、「あんな急傾斜の場所は怖くて行けな

い」、などといった答えが返ってくることが多い。確かに、バナナの葉を採集

するのは、たいていがかなり遠い場所であり、しかも相当に急な坂を登り降り

する必要がある。容易に行ける場所ではない。ただし、急傾斜なのは以前も同
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様である。かつて、「だから行けない」という語りを聞くことはなかった。た

とえ怖くても彼らは頻繁に行っていたのである。またかつてはバイクがなくて

も、背負いかごに積んで徒歩で往復していた。家族のメンバーがタッピングに

行ってしまったら、人手がないというのも事実であるが、インタビューに答え

ている主に女性たちは家にいて、孫や甥・姪たちの面倒を見る以外に特に仕事

がない者たちばかりである。その気になれば、彼女たちもバナナの葉を採りに

行くことはできるはずであるし、過去には実際に行っていたのである。すなわ

ち、バナナの葉の採集に関して客観的な物理的条件は何ら変わっていない。変

わったのは、彼女たちの経済的状況である。一言でいえば、かつてのような苦

労をしてまでバナナの葉を採って売る必要がなくなったため、これをやめたの

である。

現在、バナナの葉の採集と販売を盛んに行っている世帯は把握している限り

で少なくとも 4 世帯ある。そのうち 2 世帯はタッピング従事者が家族のメン

バーに一人もいない世帯である。1 世帯はタッパーを抱えているが、両親がま

だ若く、フルに働ける状態である。もう 1 世帯は父と子の 2 人がタッピングに

従事しているが、タッピングが終わった後、時間に余裕があることからバナナ

の葉の採集を頻繁に行っているという。この世帯は現在、コンクリートの家を

新築中であるが、これが遅々として進んでいない状態である。タッピングによ

る給料が 2 人合わせても月 200 万キープに届かず、おそらく家の建築資金をよ

り多く調達したいという意図がそこにはあるものと想像される。いずれにせ

よ、このように頻繁にバナナの葉を採集して販売する世帯は村では確実に少数

派になりつつある。

木炭の生産・販売を行う者がほとんどいなくなり、バナナの葉の採集・販売

も減少している一方で、住民たちにとってゴム・プランテーションでの労働の

重要性は高まりつつある。それにはタッピングだけではなく、これに従事でき

ない年齢の住民たちが不定期的に除草などの作業を行い、報酬を受け取るとい

う形のものも含まれる。あるいはさらに非公式な形で、たとえば 10 代の娘が

タッピングを行い、集めたラテックスのはいった重いバケツを父親が代わりに

運ぶといったことも少なからず見られる。あるいは妻がタッピングを行った後、

子どもの面倒や家畜などを見るために帰宅し、彼女と交替した夫がラテックス

を集めて収集車が来るまで待つ、というやり方をとるケースもある。この世帯

はかつてトラックを購入し、これを使って商売をすると語っていたが、現在で

はトラックを使わないという理由ですでに売り払ってしまっている。結局、確

実に現金を稼ぐことのできるタッピングのほうを選んだということであろう。

すなわち、これらの世帯では、タッピングはいまや、一種のファミリービジネ



70　　中田友子

スになっているとも考えられる。見方によっては、このように複数のメンバー

が協力し行う労働に見合う給料が得られているといえるのかもしれない。

生業の変化、特に自給自足的な傾向の低下は、住民たちの現金との関係をも

変化させつつある。特に顕著なのは、若者たちの借金の増加である。村人たち

との会話で、かつてはほとんど耳にすることのなかった現金の貸し借りが頻繁

に登場するようになっている。ゴム・プランテーションでタッピングに従事す

る若者たちが自分の所属するグループのリーダーに借金を頼みにくるのを何度

も目撃した。当のグループ・リーダーはインタビューで、積極的にグループの

メンバーたちに金を貸し、それによって家を新築する資金を貯めていると語っ

た。貸す相手は自分のグループのメンバーに限り、彼女によれば、かなり多く

の若者メンバーが自分に借金をしており、それはたいていは生活資金というよ

りは遊ぶ金のためであるという。利子は 10 万キープにつき月 3 万キープ、実

に月 30％、年利にすると 360％の高さである。グループ・リーダーは、給料日

には貸した金あるいは利子を債務者からすぐ徴収し、貸し倒れがないよう注意

している。なかには、給料すべてがその場で借金の支払いに消えてしまう労働

者もいるという。彼らはそうなると、また借金をし、なんとかやりくりしてい

る状態である。返済可能な限度を超えていると見た者には、グループ・リー

ダーは金を貸すのを断る。

かつて、現金収入がごくわずかでしかも不定期にしかなかったとき、このよ

うな借金を見ることはまったくなかった。バナナの葉や木炭を売って現金を得

る場合、たいていはあらかじめ使い道が具体的に想定されている場合がほとん

どだった。したがって、いくらか現金が入ってもすぐに生活必需品の買い物で

大半が使われるなどして、村内部で金の貸し借りが頻繁にできる状態ではな

かった。せいぜい、親族内部で病気などやむを得ない事情で現金の貸し借りが

行われることがあったかもしれないが、遊ぶ金を借金で調達するということは

なかったのである。しかし、ゴム・プランテーションでのタッピングにより、

多くの若者たちが毎月、比較的大きな額の現金を手に入れることが可能になっ

た。家族を養っている者たちにこの収入を遊びに使う余裕はないが、家族には

給料の一部を渡し、残りは自分の手元にとっておくことが許される若者たち

は、より自由に遊びなどに金を使えるようになったのである。そして気づいた

ら金が足りない、では次の給料日まで借りようということで、気軽に借金をす

るようになったと考えられる。貸す方も、タッパーであれば比較的まとまった

額の現金収入があるはずということで貸し倒れをあまり心配せずに貸しやすく

なった。

つまり、ゴム・プランテーションの雇用労働に従事することで、住民たちの
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現金に対する関わり方が大きく変わりつつあるのである。それは、金を貸す側

に関しても確実にいえることである。彼（女）らは、現金収入を日常的な生活

の場面で贅沢するために使おうとはしない。むしろ、これを元本に現金を蓄積

しようとしている。その目的は家の建築という明確なものであるが、その目的

が達成されても、おそらく金を貸して蓄財することは止めないのではないだろ

うか。そして、この雇用労働による現金収入を介して、村内部に債務者と債権

者というはっきりと分断された立場の住民が存在するようになっているのであ

る。したがって、村落内の社会関係にも変化が見られつつあるということを意

味しているのかもしれない。

5.　おわりに

2012 年までの状況を記述し分析してきたが、一方でタッピングに従事して

いる世帯の収入は以前より増加している傾向があるとはいえ、他方では将来的

な見通しは必ずしも確実ではないと言わざるを得ない。客観的に見て、まず天

然ゴム価格の下落の可能性がある。天然ゴム価格が世界市場できわめて大きな

変動をすることは明らかであり、この 5 年間の変動を見ても価格が最低の時と

最高の時とでは 5 倍以上の開きがある（図 1 参照）。これによって住民たちの

収入も大きく影響されることは避けられない 7。また、輸出を目的とした生産で

7　現在のところ、ラオス国内では目立った動きはないが、隣国のタイでは、ゴム価格の大幅

な下落により困窮した南部の農民たちが政府に 1 キロあたり 100 バーツという価格での買い

取りを要求し、幹線道路を封鎖するなど実力行使に出ている［Bangkok Post 2013］
8　出典：http://ecodb.net/pcp/imf_usd_prubb.html（2013 年 9 月 6 日閲覧）

（図 1）ゴム価格の推移 8
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あることから、輸出国の政策や動向に大きく左右される可能性がある。実際に

北部では、ゴム処理工場を建設した中国企業が、中国政府が天然ゴムの輸入を

禁止したことで輸出先を失い、農家からのラテックスの買い取りができなく

なったため、販路を失った農家は大きな打撃を受けている［Vientiane Times 
2013］。現在のところ、調査地でも、キロ当たりの買い取り価格がすでに述べた

ように 5,000 キープから 4,400 キープに落ちたが、この間のラテックスの収量の

増加によってこの価格低下分が補てんされる形になり、タッパーたちはこの時

点では実質的な収入の減少を感じていない。しかしながら、今後、さらに天然

ゴム価格が下がることがあれば、彼らの収入にも大きく影響する可能性が高い。

また、住民たちにとって大きなインセンティブとなっているコメなどの食料

品の支給も、今後ずっと続くかどうかは定かではない。これはあくまでも D
社が自主的に行っていることであり、労働者たちと結んだ契約書に記載されて

いる規定された報酬というわけではないため、これを継続させるための拘束力

はない。ちなみに、ある村人によればベトナム企業とラオスとの合弁企業のほ

うは、この支給は行っていないとのことである。今後、天然ゴム価格の下落な

ど、何らかの原因により D 社の利益率が下がるようなことがあれば、インセ

ンティブが打ち切られる可能性は低くない。これまで D 社はさまざまに方針

や雇用状況を変えてきた。世帯に割り当てていた区画をとりあげ、直接雇用し

た労働者の労働日も減少させ、さらには除草に対する報酬を引き下げることも

あった。このようなことがまた起こらないという保証はない。

一部の住民たちの側もこのような不確実性に対する不安を少なからず抱えて

いる。過去の経緯を記憶している人々は、いつまでこの状態が続くかわからな

いから、コメ作りをやめるつもりはないと述べる。また、いつ会社を解雇され

るかわからないという声も聞かれる。すでに述べたように、4 日以上欠勤すれ

ば解雇される。そうでなくとも、タッピング技術に関して厳しいコントロール

が行われており、これが「いつかクビになるのでは」という住民たちの不安を

引き起こす一つの要因となっているのであろう。

さらに、住民たちの多くが今後、ゴム会社が要求する規律を受け入れ続けて

タッパーとして働き続けるかどうかも必ずしも予想がつかない。わずか数か月

の間にすでに数名のタッパーが辞めている。これについては、早朝から毎日働

きに出なければならないことが大きな理由と説明されているが、タッピング技

術に対する厳しいコントロールや、いわば自営で焼畑に従事してきた住民に

とってなじみのない労働規律を課せられることが、大きなプレッシャーとな

り、これが離職の一因となる可能性は高い。また、タッパーたちの間でコント

ロールを行う会社側に対し、抵抗の動きが出てこないとは限らない。実際に、
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タッピングが本格的に始まる以前に、除草作業の内容を厳しく咎められ、やり

直しを命じられた労働者が怒りにまかせてゴムの木を切り倒してしまったこと

があった。また、タッピング開始直後に、木にくくりつけられたラテックスを

受ける器が盗まれてしまったり割られてしまったことがあった。どうやら犯人

は、タッピング研修の参加者で、合格点をもらえず再度研修を命じられた者ら

しいという噂が流れていた。

あるグループ・リーダーは、「ベトナム人と働くのは大変だ」と語っている。

これは、ゴム会社がタッパーたちに課す規律やコントロールについてのラオス

人労働者の側からの率直な感想を代弁したものととらえるべきだろう。別のグ

ループ・リーダーは一方で、「労働者たちの中にはろくに理解しない者もいる」

と語り、いくらタッピング技術に関してアドバイスをしても向上が見られな

かったり、あるいは欠勤が多い労働者が少なからずいることを嘆き、より会社

側に近い見解を示す。グループ・リーダーという、会社とタッパーたちとの間

を媒介する者の語りに見える見解の相違は、両者の間の溝が大きいことを示し

ている。現在のところ、仕事を辞める労働者の数はそれほど多くはないが、と

はいえ労働者たちのなかで規律の厳しさやコントロールに不満を抱いている者

が目立たないけれど、確実にいることもグループ・リーダーのことばからうか

がい知ることができる。このような、会社側から見れば「不満分子」が潜在的

にどれくらい存在するのかは不明であるが、今後、住民たちの多くが規律を受

け入れ、労働者として適応していくのか、それとも何らかのきっかけでくす

ぶっている不満が爆発し、逆の流れ、つまりタッピングを辞める動きが強まる

のかは現時点では予断を許さない。

「クビになる」にしろ、自ら辞めるにしろ、タッピングの仕事を離れたタッ

パーたちが、生計に関してどのような選択肢があるかはきわめて重要な問題で

ある。状況が変わったとき、たとえば給料が大幅に下がる、あるいは「クビに

なった」とき、コメ作りを再開するつもりでいると複数の住民が口にした。だ

めなら焼畑（耕作）を再開するというのは、彼らがかつて馴染んでいた生業に

戻る、つまり主食のコメをできる限り自給し、生活必需品を購入する現金はバ

ナナの葉や木炭を売る、ないしは日雇い労働を焼畑耕作の合間に行って調達す

ることを意味する。彼らはそれで生活が成り立つということを経験的に知って

おり、それで何とかなると考えているのである。

ただし、客観的に見て、将来的に果たしてかつての暮らしに戻ることは可能

だろうか。現状ではすでに焼畑として利用できる土地はほとんどないと言って

よい。地域のほとんどの土地はゴム・プランテーションに姿を変えており、保

護林すら開墾されてしまっている。土地にかつてのような余裕はない。もし、
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多くの世帯がたとえば天然ゴム価格の大幅な下落によって収入が激減し、ほか

の収入源を探すことを強いられるならば、数多くの住民を養うことのできる焼

畑用の土地はすでになくなってしまっている。実質的に、多くの世帯がかつて

の焼畑耕作に戻るという選択肢はほぼないと言ってよいのではないか。また、

一部の元タッパーは製材所へ「戻って」働いているが、これはまだ少数だから

可能なのであって、このような労働者の数が増えても製材所が全員受け入れ可

能とは考えられない。

とはいえ、このような将来的な不確実性をとりあえず考慮に入れないとする

ならば、焼畑を耕作していた過去よりも、現在のほうが、つまりゴム・プラン

テーション労働で現金収入を得るほうがよいと考える住民は少なくない。タッ

ピングが開始されるまでは、こう考える住民は少なかった。というのは、あま

りにゴム・プランテーションが提供する仕事が不安定であり、給料も少なかっ

たからである。ところが、タッピングが開始され、収入も増え、さらにはイン

センティブも受け取れるようになると、プランテーション労働のほうが良いと

言う住民が確実に増加している。以前のほうが明らかに良かったと語る住民は

現在ではほとんど見られない。ゴム会社に対して現在、耳にする不満は、タッ

パーの雇用対象への年齢制限や厳しい労働管理ぐらいである。さらには耕作地

を奪われたことに対する怒りや不満を口にする住民も現在はほとんどいない。

将来の見通しに対し懐疑的な態度を示す者はいるが、耕作地を奪われたこと自

体についてはもはやあまり語られることはない。すでに 7 年前のことであり、

その記憶そのものが失われつつあるのか、あるいはその代りに提供された仕事

に多かれ少なかれ満足しているためなのか、どちらなのかは定かではない。

上記のことを踏まえ、最後にゴム植林開発を批判する議論、特に研究者や

NGO 活動に関わる人々など外部の人々による主張やディスコースと、地域住

民の意識や考えとの間にあるギャップについて簡単に考察したい。この地域だ

けでなく、北部も含めラオスのゴム植林開発を扱った報告書や論文は、地域住

民たちのいわば代弁者として、彼らの抵抗や怒りを記述し、彼らに寄り添う姿

勢を示すものが少なくない。本稿でとりあげた北部と南部のバチアン郡に関す

る論文［McAllister 2012; Baird 2010］はまさにこの立場をとっているといって

よいだろう。他方、アタプーのプランテーション開発に関しては、マルクスの

「原初的蓄積」という概念に基づき、より大局的な、社会経済的視点に基づい

た批判を展開している［Kenney-Lazar 2012］。この場合も、土地の収奪によっ

て（再）生産手段を奪われ、疎外される地域住民の側に立っていることは明ら

かであり、その点では他の 2 本の論文と共通するものが見られるとはいえ、よ

り長期的かつ普遍的視野に基づく階級闘争や生産関係の変化を問題にしている
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と考えられる。

地域住民のいわば代弁者として、彼らの側に立った批判に関していえば、本

稿で具体的に提示したデータでは、むしろタッピング開始後の現状で住民たち

の間に不満が確実に減少していることがわかる。確かに、植林開始直後は住民

たちは大きな不満や怒りを口にしていた。しかし、現在ではこのような声を聞

くことはほとんどない。となると、これらの批判は少なくとも現状には当ては

まらないことになってしまい、単なる一過性の、ごく一時期の状況のみを扱っ

た批判とみなされうるだろう。

他方で、マルクス主義的立場は、生活基盤や環境に長期的なインパクトや決

定的な変化をもたらす社会経済システムに関する視点をもっていない地域住民

に代わって、その視点からの批判を行うものといえる。J.C. スコットがマレー

農村の事例で、地域住民たちにとって、地代の高騰、農業機械の使用による賃

金労働の喪失といった経験は、いわゆる資本主義システムの浸透という形では

なく、欲深くケチな特定の地主や富裕な農家の個人的仕業として理解されると

分析した［Scott 1985］ように、当該地域の住民たちも、焼畑という生産手段

を失い、プランテーション労働に従事することで、自分たちが否応なく資本主

義的生産関係に放り込まれ、さらに世界経済の動向により深く巻き込まれてい

ると理解しているようには見えない。彼らも、ベトナム企業と、これと結託し

たラオス政府というよりは彼らにとってより身近な郡の役人とがかつて自分た

ちの土地や資源を奪い、現在はベトナム企業が自分たちに、個人差はあるが平

均すれば満足のいく給料とコメなどを支給してくれていると考えていることは

彼らの語りから明らかである。そして、将来的にゴム価格が暴落し、給料が大

幅に減り、インセンティブがなくなるなどということが起これば、これもゴム

会社の仕業と考える可能性は高い。しかしそうなると、彼らにできることは根

本的な状況の改善ではなく、おそらくマレー農民同様、日常的なささやかな抵

抗だけであろう。

しかも、彼らがこれまでに経験したのは、後戻りの不可能な変化である。元

の焼畑に戻ればよいといっても、多くの土地がプランテーションと化してしま

い、多くの資源がかつてのようには利用できなくなってしまっている。食生活

を補うとともに、ときにはささやかな現金収入の源でもあった野草やタケノ

コ、キノコなどは大きく減少しており、一部の村で盛んに行っていた竹細工の

材料となる竹もかつてよりはるかに減少している。そのため、客観的に見れ

ば、彼らの自律性は大きく損なわれ、かつて見せていた困窮時の柔軟な適応能

力を示すことは今後きわめて困難になるだろう。したがって、特に将来的な不

確実性や不安定性を考慮に入れた場合、地域住民の一時的な満足や不満・怒り
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ではなく、彼らが放り込まれた社会経済システムという視点から議論すること

は妥当だといえるのかもしれない。

とはいえ、いわゆる特定のイデオロギー的立場を支持ないし正当化すること

を主眼に置くのではなく、現実に生きている人々に寄り添う立場をとるのであ

れば、この開発自体を批判するだけでは不十分ではないか。なぜならば、以前

の状況が住民たちにとって絶対的に望ましいとは言い切れないからである。少

なくとも筆者の調査地では、現状で住民たちの多くが満足していることは確か

である。収入は大幅に増加し、バイクの保有台数は増え、生活は多くの世帯で

かつてより楽になっている。また、住民たちが焼畑耕作に執着している、ある

いはこれができなくなったことを惜しんでいる様子はほとんど見えない。毎日

のように 10 キロ前後の道を徒歩で往復し、焼畑で農作業を行うことは、けっ

して軽い労働ではない。開墾から火入れ、播種、何度も繰り返さなければなら

ない除草、そして稲刈りと脱穀という作業はかなりの重労働である。しかも、

このような重労働を行ったからといって必ずしも豊作が保証されているわけで

はない。彼らがかつて怒っていたのは、このような重労働を要する焼畑をやめ

させられることではなく、見通しのないまま、耕作地や、家畜の放牧場であ

り、また野草などを採集できる共有地や休閑地などの生産手段や資源を取りあ

げられることだったと考えられる。おそらく彼らの真の望みは伝統的な焼畑耕

作の維持よりも、経済的な向上、生活環境の向上なのではないか。様々なメ

ディアを通して外部の情報が大量に流入している現在、彼らの「自分たちは貧

しい」という意識はどんどん先鋭化している。そして彼らの「豊かになりた

い」という望みがたとえ彼らの生活を、外部者の視点では、より資本主義的な

生産関係に縛りつけることを意味するとしても、この望み自体を否定する権利

は誰にもないのではないか。

筆者自身は、このゴム・プランテーション開発自体をけっして望ましいもの

として全面的に肯定するものではない。特に長期的に見た場合、そのリスクは

大きく、住民たちが失うものは小さくないと考えられるからである。また、本

稿でとりあげたゴム・プランテーション開発に対する批判を無意味だと決めつ

けるものでもない。こうした批判が、たとえ一時期の状況しか視野に入れてい

ないとしても、少なくとも問題が存在したことは確かであり、今後の開発の在

り方の参考になり、また反省を促すことに役立つと考えるからである。しかし

ながら、住民たちの生活に直接的に作用する短期的で顕著なインパクトと同時

に、彼らの生活基盤だけでなく社会関係をも変化させるより大きなシステムへ

の編入の問題、さらに当事者である地域住民の意思や希望という複数の要素を

視野に入れ、その間のバランスをとりつつ開発を考えていくことが、真に彼ら
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に寄り添うことになるのではないだろうか。そして、これがきわめて困難な課

題であり、おそらく単一の答えの出ない問いであることは認めざるを得ない。

本稿は、まだ調査の完了していない段階の中間報告であり、今後の研究は、調

査地の状況の変化を注意深く見守るとともに、この解決困難な問いを念頭に置

きつつ進めていきたいと考える。
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